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［寄稿論文］

大徳バレーと中関村の技術者 *

神戸大学経済経営研究所教授　浜口　伸明

1．はじめに

イノベーションにとって最も重要な投入要素は

知識であり，知識を蓄積する戦略の1つとして産

業クラスター戦略が注目されている。

マイケル・ポーターによれば産業クラスターと

は「ある特定の分野に属し，相互に関連した企

業と機関からなる地理的に近接した集団（石倉，

2003，p．12）」と定義される。確かに，産業クラ

スターはバイオ技術や情報通信技術といった特

定の分野に特化する傾向にある。それは，Fujita

（2007）が論じているように，知識を通じた人と

人の交流が盛んになれば地域で共有される個性的

な知識基盤（文化）を作り出すからであろう。何

種類も外国語が話せるようになるのが容易ではな

いように，知識を形成するためには学習や研究に

金銭的・時間的な費用がかかるので，高い専門性

が求められるレベルでは，個人や組織は特定分野

の知識に特化しながら，他人の知識と交流・融合

することによって新しい知の領域が生まれ，1＋1

＞2となる可能性がある。ただし，ある種の知識

はあまり旅をしない。すなわち，暗黙知と呼ばれ

るようなフェイス・トゥ・フェイスでなければう

まく伝えることができない情報を含む知識との交

流･融合は，日常的に会うことが可能な範囲での

み可能で，距離の制約を受ける。知識は非排除性

の性質により意図せざる相手に伝わってしまうイ

ミテーションのリスクと背中合わせに，近接性を

利用すれば，費用を払わずに未知の知識に触れる

ことができるスピルオーバーのメリットもある。

産業クラスター戦略は，地理的な近接性がこのよ

うに地域単位で知識蓄積を促進する効果を期待し

ている。

企業や機関の相互の関連については，無数にあ

る企業の取引関係や知識交流の組み合わせがネッ

トワーク型でつながっている場合と，中核的な組

織を取り巻いて多数の企業・機関が結びついてい

るハブ&スポーク型の2通りを考えることができ

る。後者は大学や産業支援組織がハブとなったベ

ンチャー企業群や大企業と下請け企業からなる企

業城下町のようなものである。自然発生的に長年

かけて地域的信頼を醸成しつつ形成されるネット

ワーク型に対して，開発政策としての産業クラス

ター戦略では，ハブ＆スポーク型を目指す場合

が多いようである。ハブとなる大学の研究機能

を強化しつつ，地方自治体がスタートアップベン

チャー企業の受け皿となるインキュベーター施設

を整えるような形で進む産学官連携のクラスター

モデルはその典型である。

筆者は東アジアの産業クラスター戦略に注目し

ており，すでに大徳と中関村についても分析を試

みた（亀山・浜口，2007）。これまでは，多くの産

業クラスター研究と同じく，企業を分析単位とし

て，クラスターの中におけるイノベーション活動

には，関連する近接組織間の連携が影響を与えて

いるかどうかに関心を持ってきた。しかし，実際

にイノベーションを生み出すのはそれぞれの組織

に属する研究者・技術者個人であって，彼らを主

体として捉え，彼らが行っている相互作用を見る
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必要があるのではないかと考え，新たに個人を対

象としたアンケート調査を行った。本格的な実証

分析の結果についてはいずれ稿を改めるとして，

本稿では，得られたデータを整理してみた結果浮

かび上がってきた大徳と中関村の技術者の実像に

ついて，暫定的に得られた結果を報告する。

2．地域政策としての産業クラスター戦略

ところで，イノベーション促進とともに産業ク

ラスター戦略が注目される理由は，地域的視点を

持つ政策であるからである。この観点から産業ク

ラスター政策は，産業空洞化や人口減少下で停滞

する地方に国際競争力がある産業が根付いて高賃

金の雇用機会が増え，地域間格差是正に貢献する

地域政策として期待される。日本では，文部科学

省が展開する知的クラスター創成事業（注1）（2002年

～）にしても，経済産業省が推進する産業クラス

ター計画（注2）（2001年～）にしても，地域政策とし

ての役割が強く意識されている。

こうしたクラスター戦略の二面性は韓国でも顕

在化している。韓国では，従来の大企業中心，首

都圏中心の開発パターンの下で拡大した地域格

差を是正する観点から，「国家均衡発展特別法」

およびマスタープラン「国家均衡発展5ヵ年計画

（2004～08年）」のもと，全国に16ヵ所の大学・研

究機関の技術を利用した創業を進めるテクノパー

ク，製造中心の産業団地に研究開発機能を強化し

ていく産業団地革新クラスター事業，大学・研究

機関から民間企業への技術移転を促進する地域イ

ノベーションセンター事業等の産学研の革新能力

を結集する革新クラスターの育成を主要政策課題

のひとつに掲げている。

その中で，大徳バレーは研究機能の蓄積と近年

のベンチャー企業の創出において着実に実績を上

げている。1970年代に筑波学園都市をモデルとし

て，大田広域市に国の科学研究機関を移転して大

徳研究団地が建設され，その後1990年代には財閥

系をはじめとする民間企業の研究所も相次いで設

立された。現在でも公的機関の存在が大きく，韓

国電子通信研究院（ETRI）が中心となって行った

CDMA技術の現地化はその後の韓国の世界でも

先進的な携帯電話通信の発展や韓国企業の携帯電

話機世界市場シェア獲得に貢献したし，韓国科学

技術院（KAIST）は理系中心の高等教育機関とし

て東アジア有数の存在となった。1990年代末のベ

ンチャー企業ブームの中で，情報通信，バイオ，

原子力エネルギー，機械など大徳研究団地の政

府・民間の研究機関からスピンオフして創業する

ケースが増えていったため，研究団地と周辺の企

業群を含むこの一帯が大徳バレーと呼ばれるよう

になった。河（2006）によれば，韓国においてベ

ンチャー企業が注目されるようになったきっかけ

は，「IMF体制」と呼ばれる1997年金融危機直後

の不況下で財閥系企業のリストラや雇用の不安定

化が起こった後，政府がさまざまなベンチャー企

業支援策を打ち出したためで，その一環として大

学発ベンチャー設立にもインセンティブが与えら

れた。

地域格差に配慮した韓国と対称的に，中国の各

地で建設されているサイエンスパークは，産業の

高度化を達成してより高い発展段階に進むための

課題である「自主創新」を加速すべく，高度な研

究機能を持つ組織・地域に集中的に資源を投入し

ようとする政策である。その中でも，中関村は清

華大学や北京大学をはじめとする主要な大学や中

国科学院傘下の研究所が集中する北京市の西北に

あって，研究成果の市場化が重点的に進められて

いる地域である。角南（2003）によれば中国政府

が大学の法人化を進め大学を取り巻く規制緩和が

進められたことが，大学が保有する技術の市場化

へのインセンティブを高め，校弁企業と呼ばれる
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大学出資によるベンチャー企業の起業が相次い

だ。それは，特に優秀な大学を集める北京中関村

地区に集中している。さらに，これまで留学によっ

て優秀な頭脳が海外に流出する傾向が続いていた

が，先進国での研究成果を持ち帰って中国で就職

あるいは起業するよう支援することにも積極的に

取り組んでいる。

3．サイエンスシティとしての大田広
域市と北京市

次に，全国データから，我々の対象地域が含ま

れる大田広域市と北京市がそれぞれ韓国と中国の

中で特に研究開発活動が密に行われている地域で

あることを確認しておこう（図1，2）。

韓国の首都圏を形成するソウル特別市と仁川広

域市に京畿道をあわせた地域の面積は全国土の

12％であるが，ここに人口の48％，R&D人員の

63％，R&D支出の64％が集中している。このよ

うに首都圏は知識労働者の集積の規模において他

の地域を圧倒しているが，大徳バレーを含む大田

広域市は国土面積の0.5％にすぎない地域に人口

の3％，R&D人員の8％，R&D支出の12％が集まっ

ていて，その知識密度は首都圏を上回っている。

そのことは研究者1人当たりのR&D支出が全国一

高いことや，人口に対する研究者の比率は首都

圏の倍以上であることからもわかるであろう（表

1a）。

一方，中国における北京市は人口規模について

全国の1.2％と圧倒的な存在ではないが，R&Dの

支出と人員数において，広東省や上海市，江蘇省

を上回っており，特に研究者の人口比は突出して

高いなど高密度の知識集積を形成している。ただ

し，研究者1人当たりの研究費では上海が北京を

上回っている（表1b）。Wang and Tong（2005）によ

れば，生産拠点と近接している上海では研究開発

は商品化に近い段階もので多国籍企業の参加も多

いのに対して，北京で行われている研究開発の多

図1 韓国における大田広域市（大徳バレー）の立地環境

ソウル

大田

大徳テクノバレー

大徳研究団地

km

（出所）筆者作成
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表1a 韓国のR&D支出と人員の地域分布（2005年）

人口 R&D支出 研究者数
研究者／
人口比

研究者 1人当た
りの R&D支出

万人 ％ 億ウォン ％ 千人 ％ ％ 万ウォン

ソウル 982 20.8 46,329 19.2 62.3 26.6 0.63 7,432

仁川 253 5.4 11,802 4.9 8.3 3.5 0.33 14,299

京畿道 1,042 22.0 96,141 39.8 77.8 33.1 0.75 12,358

大田 144 3.1 29,201 12.1 19.3 8.2 1.34 15,167

釜山 352 7.5 3,525 1.5 6.8 2.9 0.19 5,158

大邸 246 5.2 3,755 1.6 5.5 2.3 0.22 6,835

光州 142 3.0 3,455 1.4 4.1 1.7 0.29 8,527

蔚山 105 2.2 3,721 1.5 3.2 1.3 0.30 11,782

江原道 146 3.1 1,563 0.6 4.1 1.8 0.28 3,770

忠清北道 146 3.1 4,000 1.7 4.6 2.0 0.32 8,663

忠清南道 189 4.0 10,898 4.5 10.1 4.3 0.53 10,752

全羅北道 178 3.8 2,603 1.1 4.3 1.8 0.24 6,113

全羅南道 182 3.8 1,724 0.7 2.1 0.9 0.12 8,130

慶尚北道 261 5.5 12,881 5.3 10.7 4.6 0.41 11,994

慶尚南道 306 6.5 9,627 4.0 11.1 4.7 0.36 8,665

済州道 532 1.1 330 0.1 0.4 0.2 0.01 8,282

合計 4,728 100.0 241,554 100.0 234.7 100.0 

（出所）National Statistical Office of the Republic of Korea and Ministry of Science and Technology, “Statistic of R&D in Science & Technology,” 
Table 24 (http://www.most.go.kr/en).

図2 北京市における中関村科技園区の立地環境

中関村 空港

海淀区

清華大学清華大学
北京大学

（出所）筆者作成
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    表1b 中国のR&D支出と人員の地域分布（2005年）

 
人口 R&D支出 研究者数

研究者／
人口比

研究者1人
当たりの
R&D支出

万人 ％ 億元 ％ 千人 ％ ％ 万元

北京 1,536 1.20 382 15.60 171 12.50 1.11 22.3

天津 1,043 0.80 73 3.00 33 2.40 0.32 21.7

河北 6,844 5.20 59 2.40 42 3.10 0.06 14.1

山西 3,352 2.60 26 1.10 27 2.00 0.08 9.6

内蒙古 2,386 1.80 12 0.50 14 1.00 0.06 8.7

遼寧 4,220 3.20 125 5.10 66 4.80 0.16 18.9

吉林 2,715 2.10 39 1.60 26 1.90 0.10 15.4

黒竜江 3,818 2.90 49 2.00 44 3.20 0.12 11.1

上海 1,778 1.40 208 8.50 67 4.90 0.38 31.1

江蘇 7,468 5.70 270 11.00 128 9.40 0.17 21.1

浙江 4,894 3.70 163 6.70 80 5.90 0.16 20.4

安徽 6,114 4.70 46 1.90 28 2.10 0.05 16.2

福建 3,532 2.70 54 2.20 36 2.60 0.10 15.0

江西 4,307 3.30 29 1.20 22 1.60 0.05 12.9

山東 9,239 7.10 195 8.00 91 6.70 0.10 21.4

河南 9,371 7.20 56 2.30 51 3.80 0.05 10.9

湖北 5,707 4.40 75 3.10 61 4.50 0.11 12.3

湖南 6,320 4.80 45 1.80 38 2.80 0.06 11.7

広東 9,185 7.00 244 10.00 119 8.70 0.13 20.4

広西 4,655 3.60 15 0.60 18 1.30 0.04 8.2

海南 826 0.60 2 0.10 1 0.10 0.01 13.3

重慶 2,797 2.10 32 1.30 25 1.80 0.09 13.0

四川 8,208 6.30 97 3.90 66 4.90 0.08 14.5

貴州 3,725 2.90 11 0.40 10 0.70 0.03 11.2

雲南 4,442 3.40 21 0.90 15 1.10 0.03 14.4

西藏 276 0.20 0 0.00 1 0.00 0.04 5.0

陝西 3,718 2.80 92 3.80 54 3.90 0.15 17.2

甘粛 2,592 2.00 20 0.80 17 1.20 0.07 11.7

青海 543 0.40 3 0.10 3 0.20 0.06 11.5

寧夏 595 0.50 3 0.10 4 0.30 0.07 8.0

新疆 2,008 1.50 6 0.30 7 0.50 0.03 9.1

合計 130,628 100 2,450 100 1,365 100  

      （出所）中華人民共和国国家統計局『中国統計年鑑』2006年版
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くが学術研究機関をベースとした試験的段階のも

のとなっている（注3）。このことから上海における

R&Dは北京よりも大規模な研究費を投入するも

のとなりやすいのであろう。

4．アンケート調査結果

我々は前もって作成した質問票を用いて，2007

年3月から4月にかけて，中関村地区と大徳バレー

の大学，研究機関，企業の研究室や研究開発部門

に勤務している理工系の研究者・技術者への電

話や直接訪問による聞き取り調査を現地協力者

に依頼して実施した。質問票は両地域で同じもの

を使っている。集まったサンプル数は大徳で202，

中関村で222であった。

4.1　技術者の平均像

技術者を所属する組織が公的の教育研究機関か

民間企業かで分けると，中関村では公的機関が56

人，民間企業が166人，大徳では88人と114人であっ

た。平均年齢は大徳が40.3歳，中関村が30.9歳と，

中関村のほうが若い。学歴は中関村では学部卒が

24人，修士が140人，博士58人，大徳では学部卒

が65人，修士が59人，博士が55人の他に，技術系

の専門学校修了者が21人，高卒が1人，回答なし

が1人であった。大徳では公的機関に所属する人

で学部卒，修士，博士の構成が16人，26人，38人

であるのに対して，民間企業では49人，33人，17

人となっており，明確な違いが観察される。

表2は，大徳と中関村の年間所得の分布をまと

めたものである。大徳の平均所得4,580万ウォン

を1ヵ月当たりにすると382万ウォンとなるが，こ

れは韓国統計庁のデータ（注4）で，給与所得世帯代

表者の所得を十分割した所得階層化の上位第2位

階層の平均月収380.9万ウォンに近い。一方，我々

のデータの中関村の平均所得12万1,572元は，2006

年版の『北京統計年鑑』で報告されている所得上

位20％階層の平均所得2万4,026元や，2006年の北

京市の大学卒の平均初任給2,300元（注5）の12ヵ月分

2万7,600元の約5倍に相当する。したがって，我々

の調査対象はどちらの地域でも上位所得階層に属

することがわかる。両地域の平均所得を円換算す

ると大徳が550万円，中関村が187万円であるから，

中関村の人件費は大徳の3分の1程度である。これ

は中関村のサンプルの平均年齢が大徳と比べて10

歳ほど若いことも影響している。

公的機関と民間企業の間で平均所得の差を比較

すると，大徳では公的機関が5,115万ウォンで民

表2 大徳と中関村の技術者の年間所得の分布

大徳 中関村

階層 人数 階層 人数

1千万ウォン未満 2 5万元未満 4

1千万ウォン以上3千万ウォン未満 21 5万元以上10万元未満 38

3千万ウォン以上5千万ウォン未満 58 10万元以上15万元未満 104

5千万ウォン以上7千万ウォン未満 51 15万元以上20万元未満 34

7千万ウォン以上9千万ウォン未満 22 20万元以上25万元未満 7

9千万ウォン以上1億ウォン未満 2
25万元以上30万元未満 3

30万元以上35万元未満 4

有効回答平均＝4,580万ウォン 有効回答平均＝12万1，572元

無回答 46 無回答 28

合計 202 合計 222

（出所）アンケート調査に基づき筆者作成
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間企業が4,237万ウォンと公的機関のほうが21％

高く，中関村では公的機関が10万500元で，民間

企業が12万8,889元と民間企業のほうが23％高い

という対称的な結果が得られた（注6）。ただし，大

徳では公的機関の技術者のほうに高学歴者が多い

ことや平均年齢が4歳上であることの影響を受け

ているかもしれない。中関村では2つのグループ

の間で平均年齢にほとんど違いがなかった。

現在の職業に就く前の職歴について質問したと

ころ，中関村では102人から回答があり，その内

訳は学術研究が35人，ビジネスが67人であった。

また24人が公共部門，70人が民間部門であった。

両方を回答した67人についてみると，公共部門と

答えた19人全員が学術研究機関，民間部門と答え

た48人中47人がビジネス部門であった。この67人

について現職とのつながりを見ると，最も多かっ

たのが民間ビジネスから民間ビジネスへの転職

をした46人で，公的学術研究機関から民間ビジネ

スに転職した13人，公的学術研究部門内の移動が

6人あった。前職の場所を回答した112人のうち，

前職もやはり北京市内であったという回答が91人

と圧倒的に多く，海外を挙げたのは6人あった。

一方，大徳では前職について14人が公的機関，

47人が民間ビジネスと答えているが，この61人の

半数以上の35人の転職経路は民間ビジネス部門内

の移動であり，公的機関から民間ビジネスに転出

したと答えたのは4人にすぎなかった。前職の所

在地を答えた47人中，前職も大徳であったのは18

人と最も多かったが，ソウル，仁川，京畿道の首

都圏と答えたのも16人あった。前職が海外であっ

たと答えたのは1人だけであった。

4.2　研究活動について

過去5年間に参加した研究プロジェクトの数は

中関村で平均3.2件，刊行物に掲載された論文数

は3.2点，うち審査を経たものは2.8点であった。

過去5年間の特許申請件数は回答があった193人中

133人が0件であり，39人が1件で，平均0.5件であっ

た。中関村では特許申請を行う関心があまり高く

ないようである。

大徳では過去5年間に参加した研究プロジェク

トの数は中関村で平均5.1件，刊行物に掲載され

た論文数は6.8点，うち審査を経たものは6.3点だっ

た。過去5年間の特許申請件数は回答があった50

人の平均は3.5件であった。研究活動の成果は大

徳が中関村を大きく上回っている。

他組織の研究者との共同研究の経験について，

大徳では回答した160人中125人が行っておらず，

共同研究を行ったのは35人に留まった。大徳での

研究開発はそれぞれの組織内部で閉鎖的に行われ

ているケースが多いようで，地域内の連携の可能

性が活用されていない。大徳では，共同研究の相

手先は多くが大学や研究所であり，このうち31人

について大田広域市内（9人）よりもソウルと京畿

道を含む首都圏（12人）のほうが多かった。共同

研究相手として海外をあげたのは1人（米国）だけ

であった。これに対して中関村では222人中169人

が過去5年の間に共同研究を行っており，そのう

ち130人が相手先は北京市内にいると答えた。そ

のほかには江蘇省（6人）や上海（5人），米国や日本，

インド，スイスなどを含む海外という回答は11人

に上った。

共同研究相手と直接会う頻度は表3a，3bのよう

な集計結果となった。大徳については回答数が少

ないのではっきりした傾向を読み取ることは難し

いが，相手先がソウルであっても頻繁に会うこと

を妨げる要因にならないことが示唆されている。

大田とソウルの間の距離は約150kmで，KTXを

利用すれば1時間で到着する。中関村においては

同じ北京市内であっても直接会うことが年1度と

いう回答が多いことが意外であるが，アウトソー

シングでない双発的な共同研究開発に限定する
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と，「年1度以下」が19，「年数回」が19，「毎月1

度以上」が15となり，近接性を活用した連携が進

んでいる印象が強まる（注7）。

中関村，大徳といった所属組織以外で地域内に

今後の研究の方向について意見交換する人がいる

かどうかを尋ねたところ，肯定と否定の構成は中

関村では197対22，大徳では97対56となり，ここ

でもやはり研究コミュニティとして地域を認識し

ている程度は大徳よりも中関村が高いことがわ

かった。そのような人とどのようにして知り合う

かという質問には，中関村では「友人の紹介」が

31，「セミナー」が42，およびその両方をあげた

人が61と多く，「社交的な集まり」や「ビジネス

ミーティング」をあげたのはわずかであった。他

方，大徳では「社交的な集まり」を挙げた人が29

人と最も多く，「ビジネス･ミーティング」が15，

「友人の紹介」が14，「セミナー」が11となってい

る。中関村では技術セミナーや企業交流会が盛ん

に行われており，このような場が情報交換に活用

されていることが窺われる。大徳については，河

（2006）が紹介している大徳ネット，大徳バレー

ベンチャー連合会，KAIST構内のベンチャーカ

フェ「アゴラ」，大徳バイオ・コミュニティなど

の人的ネットワークが情報交換に役立っているも

のと思われる。

4.3　研究者がおかれている環境について

図3a，3bは，「あなたの周辺環境要因は研究の

創造性に良い影響を与えていると思いますか？」

という質問に対する回答の集計結果である。まず

大徳について，支持が高かった要因は，「整備さ

れた地域インフラ」，「図書館の近接性」，「安全や

静かさ」などハード面の環境であり，次いで，共

同研究者や大学・研究所との近接性を挙げた人が

多かった。関連ビジネスや人材の存在への評価は

もう少し低くなっており，大徳が実用化よりも研

表3a 大徳の技術者の共同研究相手の地理的分布と
その接触頻度

年1度
以下

年数回
毎月1
度以上

回答数
合計

大田 0 4 5 9

ソウル 3 3 2 8

京畿道 0 3 1 4

釜山 0 1 0 1

忠清北道 0 1 0 1

忠清南道 0 1 0 1

全羅北道 0 0 1 1

海外（USA） 0 1 0 1

地域不明 1 2 2 5

回答数計 4 16 11 31

（出所）アンケート調査に基づき筆者作成

表3b 中関村の技術者の共同研究相手の地理的分布
とその接触頻度

年 1度
以下

年数回
毎月1
度以上

回答数
合計

北京 54 51 21 126

天津 3 0 0 3

河北 2 0 0 2

上海 3 1 1 5

江蘇 4 2 0 6

浙江 1 0 0 1

広東 2 1 0 3

遼寧 2 0 0 2

黒竜江 0 0 1 1

陝西 1 0 0 1

安徽 1 0 0 1

四川 1 0 0 1

内蒙古 1 0 0 1

海外 5 5 1 11

回答数計 80 60 24 164

（出所）アンケート調査に基づき筆者作成
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図3a 大徳における研究者の周辺環境に対する評価
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図3b 中関村における研究者の周辺環境に対する評価
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究を重視する傾向が強いことを表している。また

「文化・社会・教育面での環境」や「生活費の安さ」

についての評価が低く，否定的な意見も多い。大

徳の技術者のなかには，家族の仕事や子供の教育

のために家族をソウル（あるいは留学していた先

の欧米）に残して単身赴任している場合も珍しく

ないようである。

中関村については，やはりハード面の環境に支

持が集まっている。ほとんどの人が「共同研究者

との近接性」を挙げているにもかかわらず，関連

ビジネスや大学／研究所の近接性の評価が低かっ

た。共同研究者との近接性に賛成した160人のう

ち実際の共同研究相手の所属機関として大学／研

究機関を挙げた人は81人，民間企業を挙げた人が

69人いたが，共同研究が組織間ではなく個人的な

関係で進められているケースが少なくないことを

示しているように思われる。また，この調査結果

は中関村の生活費に関して否定的な意見が過半数

を占めているように，生活空間としては必ずしも

評価が高くないことが明らかとなった。

5．結びにかえて

本稿では，東アジアを代表する知識基盤産業ク

ラスターとして成長している韓国・大徳バレーと

中国・中関村について，独自に行ったアンケート

調査の結果をもとに，そこで働く技術者の実像を

描き出そうとした。平均的に見ると，彼らは高学

歴・高所得で，30代と若い世代に属している。大

徳では公的機関のほうが民間企業よりも平均所得

が高く，中関村では逆の結果が得られており，大

徳では公的機関から民間企業へのスピンオフのイ

ンセンティブが弱いのではないかと思われる。

研究活動において，大徳では他組織との共同研

究を実施している技術者は少なく，実施している

場合でも相手先は必ずしも同じ地域内とは限ら

ず首都圏である可能性もおなじくらい高い。河

（2006）は大徳バレーには，研究情報が地域で共

有されて，迅速で濃密な情報交換や共同研究が可

能な環境がある，と分析しているが，亀山・浜口

（2007）で独自に行ったアンケート結果の分析に

よれば，大徳バレー企業の研究開発活動は確かに

この地域の充実したインフラによって促進されて

いるが，地域連携との関連は明らかでなく，大徳

バレーでイノベーション促進的な集積効果が確認

されると判断するにはより詳細な分析が必要と考

えている。本稿の調査も，大徳における地域的な

連携は十分に活用されていないという見方を支持

しているようである。

対照的に，北京ではほとんどの技術者が他組織

の技術者と共同研究を行っており，相手先はほと

んどが同じ北京市内であると回答し，共同研究者

と月1度以上会うという回答も多く見られた。大

徳では頻繁に会う共同研究者の所在は首都圏も含

まれる。大徳では論文の出版や特許出願件数の両

方で中関村よりも高いパフォーマンスを示してい

るが，研究に地域の連携を活用している度合いは

低い。技術に関する情報交換の場として，中関村

では地域内で開催されているセミナーや交流会が

活用されている。大徳では技術者の交流を目的と

して設立された各種団体がその役割を果たしてい

る。

研究の創造性を高める地域要因として，両地域

ともハード面のインフラの評価が高い一方で，生

活の場としてはコストの高さやアメニティの低さ

に対する不満がもたれている。人的交流を活性化

するためには職住一体化した環境の整備が課題と

なっているようである。

世界各地で進められている産業クラスター戦略

は，ハブ＆スポーク型のインフラ整備が先行し，

それによってベンチャー企業のスタートアップ費

用を削減して参入を助ける効果を発揮している。
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この段階からさらに企業間や人と人の間のネット

ワークが，地域の文化となって知識創造基盤を形

成するまでにはどのような課題を克服しなければ

ならないのだろうか。本稿の分析結果が妥当なも

のであるとすれば，地域連携が進まない大徳や，

連携が知識創造のパフォーマンスにつながってい

ない中関村は，どちらも産業クラスター戦略の目

的を十分に達成する段階に達しているとはいえな

い。一般的に，産業クラスター戦略がインフラ整

備以降の具体的な道筋を描かないまま，時間とと

もに熟成が進むような楽観的な展望の下で実施さ

れているように思われるが，この点については今

後さらに研究を進める必要があるだろう。

注

（注1）全国を18のブロックに分け，各地域で核となる大

学・公的研究機関等に地域内外から企業等も参画

して産学協同研究を行い，先進的かつ実用的な技

術革新を推進すべく，年間100億円の予算を投入し

て実施している。

（注2）全国各地域において自治体の積極的な関与の下で

産学連携の仕組みを構築しようとするもので，文

部科学省の知的クラスター創成事業が国際的に評

価される研究成果を評価ポイントにおいているの

に対して，各地で研究成果に基づいた特色のある

創業を促進する志向が強い。クラスター建設を推

進している地域ではこの2つの事業間の連携も意識

されている。

（注3）北京市にも中関村地区を中心に多国籍企業のR&D

部門の進出が相次いでいるが，これらも大学や研

究機関の人材を活用して試験的な研究を志向した

ものである。

（注4）Korea Statistics Information Service (http://www.kosis.

kr/eng/index.html) Monthly Income and Expenditure 

per Household by Income Decile

（注5）『人民網』日本語版，2006年12月4日（http://j.peopledaily.

com.cn/2006/12/04/jp20061204_65606.html）

（注6）t-検定により，両地域で平均の差は統計的に有意

であることが確かめられた。

（注7）共同研究が工程間分業を担当するアウトソーシン

グである場合，意見調整の必要がないので，同時

に同じ行程に共同で取り組む双発的な共同研究よ

りもコミュニケーションの必要性は大幅に少なく

なる。
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